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第１章 諮問事項等 

本会に対して、２０１８年４月２７日に諮問された事項等は次のとお

りである。 

第１ 諮問事項 

   「高齢者救急需要への取組はいかにあるべきか」 

 

第２ 諮問の背景 

救急搬送人員は、高齢化の進展等により毎年増加の一途をたどってお

り、２０１７年には東京消防庁管内で約７０万人が救急搬送され、そのう

ち半数以上は６５歳以上の高齢者であった。過去２０年間で搬送人員は

約１．５倍に増加しており、全搬送人員に対して高齢者の占める割合も

年々増加している。 

また、２０２５年には団塊の世代が７５歳以上となることから、今後も

高齢者の救急需要は引き続き増加する見込みである。 

このような需要の増加に加え、高齢者の救急活動を取り巻く課題とし

ては、現場での情報聴取に時間を要すること、心肺蘇生を望まない傷病者

※への対応に苦慮すること、転倒等の生活事故で負傷する高齢者が多いこ

となどが挙げられる。 

これらのことを踏まえ、高齢者救急需要への取組はいかにあるべきか

について、次の項目を検討内容として諮問するものである。 

 

１ 心肺蘇生を望まない傷病者への対応 

２ 高齢者予防救急方策 

３ 救急利用者情報登録制度 

 

    ※傷病とは、疾病や外傷の総称であり、消防法規における表現と同様に傷病者と

の名称を統一して使用します。 

 

第３ 審議経過 

上記の諮問事項について、審議を行った（図表１参照）。 

 

図表１ 第３３期東京消防庁救急業務懇話会審議経過 

開催年月日 審 議 事 項 等 

２０１８年 

４月２７日 

東京消防庁救急業務懇話会 第１回会合 

委員互選により山本会長を選出、消防総監から諮問 

①諮問事項及び諮問の背景について 
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②東京消防庁の救急体制について 

③専門分科会の設置について 

２０１８年 

６月２７日 

東京消防庁救急業務懇話会専門分科会 第１回会合 

委員互選により横田専門分科会長を選出 

①諮問事項及び諮問の背景について 

②先行研究の紹介 

③心肺蘇生を望まない傷病者への対応について 

２０１８年 

９月１１日 

東京消防庁救急業務懇話会専門分科会 第２回会合 

①論点整理 

②実態調査の結果 

③事例紹介 

２０１８年 

１０月２５日 

東京消防庁救急業務懇話会 第２回会合 

①心肺蘇生を望まない傷病者への対応について 

②高齢者予防救急方策 

③救急利用者情報登録制度 

２０１８年 

１１月８日 

東京消防庁救急業務懇話会専門分科会 第３回会合 

心肺蘇生を望まない傷病者への対応についてのまとめ

（案）について 

２０１８年 

１２月５日 

東京消防庁救急業務懇話会専門分科会 第４回会合 

心肺蘇生を望まない傷病者への対応についてのまとめに

ついて 

２０１９年 

１月１８日 

東京消防庁救急業務懇話会 第３回会合 

第３３期東京消防庁救急業務懇話会答申（案）について 

２０１９年 

２月１２日 

東京消防庁救急業務懇話会 第４回会合 

第３３期東京消防庁救急業務懇話会答申 
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第２章 心肺蘇生を望まない傷病者への対応 

第１ 現状と課題 

１ 救急出場件数の推移 

救急出場件数は、超高齢社会の進展等により毎年増加の一途をたどっ

ており、２０１７年は７８万件を超えた（図表２参照）。 

 

図表２ 救急出場件数の推移 

 
 

２ 年代別搬送人員の推移 

２０１７年には東京消防庁管内で約７０万人が救急搬送され、２００

８年以降の傾向を見ると、７５歳以上は顕著に増加しており、２０１７年

には全搬送人員の３７．６％を占めるに至った（図表３参照）。 

 

図表３ 年代別搬送人員の推移 

 

 

３ 東京都の人口推計 

東京都総務局統計部による推計では、団塊の世代が７５歳以上となる
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２０２５年には６５歳以上の高齢者人口は約３２４万人になり、その後

も高齢者人口は引き続き増加することが見込まれており、７５歳以上の

救急搬送人員が顕著に増加していることも合わせて、今後も救急需要は

増加することが予想される（図表４参照）。 

 

図表４ 東京都の６５～７４歳人口及び７５歳以上人口の推移 

 

  

４ 現状の認識 

厚生労働省「平成２７年人口動態調査」（東京都分）によると都民の１

７．３％は自宅で亡くなっている。また、「高齢者施策に関する都民意識

調査（平成２８年１月）」（東京都福祉保健局）によると都民の３８．２％

は自宅で最期を迎えたいと考えている（図表５・６参照）。 

 

図表５ 都民の死亡場所の内訳 
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図表６ 最期を迎えたい場所 

 

 

人生の最終段階にある傷病者の中には、アドバンス・ケア・プランニン

グ（ＡＣＰ：愛称「人生会議」）などにより事前に家族等や医療・ケアチ

ームと話し合いを行い、自分が心肺停止になった時には心肺蘇生を実施

しないで自宅で看取って欲しいという意思を決めている者もいる（図表

７参照）。 

 

図表７ アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ：愛称「人生会議」）について 
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「医療倫理の四原則」の一つである「自律尊重の原則」に基づけば、人

生の最終段階にある傷病者の心肺蘇生を望まない意思も尊重される必要

があると考えられる（図表８参照）。 

 

図表８ 医療倫理の四原則 

 
 

自宅等で医師が看取ることは地域包括ケアシステムの枠組みの中で完

結するものであり、今後アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ：愛称

「人生会議」）が更に普及することで、自宅での看取りを希望される方が

将来的には救急要請の対象とならないことが期待される。 

しかしながら、現時点では地域包括ケアシステムにおける搬送のリソ

ースの役割分担についての検討が十分にはなされていないため、緊急性

と非代替性により地域のセーフティーネットとして都民に広く認識され

ている消防救急が活用されている現状がある（図表９参照）。 

また、緊急性の低い在宅療養者の病院搬送システムに関しては、既に取

組を進めている地域（葛飾区、町田市、八王子市、江戸川区）を参考にし

て、区市町村及び地区医師会等の関係機関に働きかけていくことが必要

である。 
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図表９ 地域包括ケアシステム 

 
 

５ 救急活動における課題 

１１９番通報されて救急隊が出場した現場で、人生の最終段階にある

傷病者が心肺蘇生を望んでいないという意思を伝えられる事例が発生し

ている（図表１０参照）。 

 

図表１０ 救急現場で起こっていること 
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救急隊は使命である救命を優先して心肺蘇生を実施するべきか、傷病

者の意思に沿って心肺蘇生を中止するべきかという選択を迫られるが、

基づくべき指針が示されていない状況である。このように当庁は救急需

要の増加という量的な課題だけでなく、傷病者の意思に沿うという質的

な課題にも直面している（図表１１参照）。 

 

図表１１ 現在の体制 

 
 

第２ 基本的な考え方 

１ 心肺蘇生の開始 

救急隊の使命は救命であるので、救急隊は傷病者の心肺停止を確認し

た場合、遅滞なく心肺蘇生を開始する必要がある。心肺蘇生を望まない意

思を確認することに時間を費やし、心肺蘇生の開始が遅延してはならな

い。 

２ 心肺蘇生を中止する対象者 

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイド

ライン（厚生労働省）」（以後「厚生労働省ガイドライン」と言う。）（参考

資料１）では、本人による意思決定を基本としたうえで、人生の最終段階

における医療・ケアを進めることが最も重要な原則であるとしている。 

このようなプロセスを経て決められた心肺蘇生を望まない意思を示さ

れた場合には、「医療倫理の四原則」の一つである「自律尊重の原則」の

観点からみても、救急現場においてもその意思は可能な限り尊重される

べきであると考えられる。 

心肺蘇生を中止する対象者になる要件は、①家族等関係者から（傷病者

本人の心肺蘇生を望んでいない）意思を示されること、②傷病者が人生の
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最終段階にあり、事前に専門的な医学的検討を経て適切な情報の提供と

説明がなされた上で話し合われた意思と現症が合致していることをかか

りつけ医やかかりつけ医と連携している医師（図表１２参照）（以後「か

かりつけ医等」と言う。）により確認されること、以上２点が揃う必要が

あると考える。 

 

図表１２ かかりつけ医の定義 

 

 

（参考）①在宅医療を支えるシステム 

高齢者ができるだけ住み慣れた家庭や地域で、療養しながら生活し、

在宅で最期を迎えることを選択できるように設けられたものであり、

２４時間の対応を行う在宅療養支援診療所（病院）等がある（図表１３

参照）。 

 

図表１３ 在宅療養支援診療所 

 

 

②まごころネット八王子 

八王子市では普段から在宅療養に携わっている医師が２４時間体制
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の輪番を組み、かかりつけ医が対応できない場合にバックアップする

体制を構築している。まごころネット八王子の登録者を対象として、か

かりつけ医の要請に応じて当番医が看取りも行っている。 

３ 傷病者の意思の確認と人生の最終段階の判断 

心肺蘇生を望まない意思について繰り返し話し合った経緯を文書にま

とめておくことが厚生労働省ガイドラインで示されているが、救急現場

では家族等から書面ではなく口頭で伝えられる場合もある。伝えられる

方法が書面又は口頭のいずれの場合でも、傷病者の人生の最終段階にお

ける心肺蘇生を望まない意思について、現場において短時間で救急隊が

その内容を適切に評価することは困難である。 

また、傷病者が人生の最終段階にあるかどうかについても、救急隊では

判断できないことから、意思等を確認するために傷病者の普段の生活状

況や家族との関係をもっとも把握しているかかりつけ医等に必ず連絡し

確認するものとする。 

かかりつけ医等に連絡する際は、救急事案の概要や傷病者の観察結果

を伝え、専門的な医学的検討を経て、適切な情報の提供と説明がなされた

上で決定された傷病者本人の事前の意思と現症が合致しているかを確認

する。 

なお、現場に心肺蘇生を強く望む家族がいる場合は、事前に話し合った

意思が変化していることが考えられるため、その情報をかかりつけ医等

に確実に伝達し、その対応について指示を受ける必要があると考える。 

かかりつけ医等と連絡がつかなかった場合は、意思の確認や人生の最

終段階にあるかの判断ができないため、通常の心肺停止傷病者の活動と

同様に必要な処置を実施して医療機関に搬送するものとする。 

現場を出発した後にかかりつけ医等からの折り返し等により連絡がと

れた場合は、かかりつけ医等に搬送先医療機関へ連絡し事後の対応につ

いて搬送先医療機関の医師と協議することを依頼するものとする。 

４ 心肺蘇生の中止 

かかりつけ医等と連絡がつき、心肺蘇生を望まない意思の確認と人生

の最終段階にあることの確認がとれ、かかりつけ医等から心肺蘇生の中

止とかかりつけ医等が看取ることについて指示を受けた場合には、家族

等から同意書（図表１４参照）に署名をもらい、心肺蘇生を中止し、かか

りつけ医等の到着を待ち引き継ぐものとする。 

また、以下の３つの条件が揃った時には家族等関係者に引き継ぎ、救急

隊は引き揚げることができるものとする。①かかりつけ医等から救急隊

に対して、家族等関係者に引き継ぎ、救急隊は引き揚げるように指示が出
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ていること、②家族等関係者がかかりつけ医等が到着するまで対応する

ことが可能でありそれを了解していること、③家族等関係者が救急隊の

持つ同意書に署名をすること。 

なお、家族等関係者に引き継ぐ場合の対応については、警察機関への連

絡が必要になる条件や時間的概念等について、警察機関と今後も継続し

て検討をしていく必要がある。 

５ 搬送 

かかりつけ医等に連絡した結果、事前の意思と現症が合致しないため

医療機関に搬送するように指示が出た場合には、必要な処置を継続して

かかりつけ医等から指示された医療機関に搬送するものとする。そのた

め、かかりつけ医等は担当している患者の受け入れが円滑に進むように、

地域の医療機関（在宅療養支援病院、在宅療養後方支援病院等）と連携を

図っておくことが望まれる。 

かかりつけ医等や家族等関係者から心肺蘇生を中止して医療機関に搬

送することを求められた場合は、心肺蘇生の中止は緊急性が失われると

考えられ、そのような状況下で救急搬送を行うことは消防法（参考資料２）

上の趣旨に鑑みて公共性に欠け、更に真に緊急性のある傷病者の救護の

機会を奪う可能性があると考えられるので、原則は代替手段の利用が期

待されるものである。 

そのため、かかりつけ医等は救急業務の対象について理解し、緊急性が

認められない場合の搬送手段について、事前に想定しておくことが望ま

れる。 

現状では、地域包括ケアシステムにおける搬送のリソースの役割分担

について十分な検討がなされていないため、その非代替性により消防救

急が要請されてしまっているので、地域包括ケアシステムの枠組みの中

で、住み慣れた地域で最期を迎えられるように、かかりつけ医等による看

取りの推進を関係機関に強く申し入れていく必要がある。 
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図表１４ 同意書 
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第３ 心肺蘇生を望まない傷病者への対応について 

１ 救急隊の対応 

第２基本的な考え方の内容を踏まえて、救急隊の対応を図表１５のよ

うにまとめる。 

⑴ 心肺停止を確認した場合、遅滞なく心肺蘇生を開始する。 

⑵ 心肺蘇生の実施と並行し、家族等から情報聴取を行うとともに、救急

救命処置や搬送先医療機関について説明する。 

聴取する内容としては、発症状況、既往症、かかりつけ医等、治療方

針等とする。高齢者施設において家族等が不在で職員から聴取する場

合は、本人の意思表示の有無について確実に確認するものとする。 

なお、救急要請した家族等の心情を考慮せずに、最初から心肺蘇生に

ついての意思を確認するようなことは慎まなければならない。 

また、外因性（転落、溺水、異物による窒息等）による心肺停止が疑

われる場合は心肺蘇生を継続し搬送するものとする。 

⑶ 書面若しくは口頭により、傷病者本人の心肺蘇生を望んでいない意

思があったことを示された場合は、かかりつけ医等に連絡する。 

なお、連絡を実施する際も心肺蘇生は継続し、10 コール・2回程度の

呼び出しを目安とする。 

連絡がつかなかった場合は、従来どおり必要な処置をして搬送する

ものとする。 

⑷ 連絡がつき、傷病者の意思の確認及び傷病者が人生の最終段階にあ

ること、事前に話し合われた意思と現症が合致していることがかかり

つけ医等により確認され、かかりつけ医等から心肺蘇生の中止及び不

搬送の指示が出た場合には、家族等から同意書に署名をもらい、心肺蘇

生を中止し、かかりつけ医等に引き継ぐものとする。 

⑸ かかりつけ医等から家族等に引き継ぐように指示が出た場合は、家

族等に説明し了解を得た後、同意書に署名をもらい引き継ぐことがで

きるものとする。 

⑹ かかりつけ医等から事前の意思と現症が合致しないため医療機関に

搬送するように指示が出た場合には、必要な処置を実施して医療機関

に搬送するものとする。 

⑺ 心肺蘇生を中止して搬送することを求められた場合は、原則として

代替手段の活用を促すものとする。 

⑻ 救急業務実施基準において、明らかに死亡している場合は、搬送しな

いものとすると定められている。その場合、警察機関に引き継ぐことに

なるが、情報聴取の過程で心肺蘇生を望まない意思が示された場合に
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は、かかりつけ医等に連絡を取り、状況を説明するものとする。 

 

図表１５ 救急隊の対応フローチャート 
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２ 今後の課題 

⑴ 運用に向けて 

救急隊の対応については、独居等により家族等が不在の場合の対応

やかかりつけ医等に伝達するべき事項など、運用の細部に関して、東京

都メディカルコントロール協議会において、更なる検討が必要である。 

また、東京都と隣接する地域の関係機関と連携を図り、運用への理解

を求めていく必要がある。 

⑵ 救急隊への教育 

人生の最終段階における医療やアドバンス・ケア・プランニング（Ａ

ＣＰ：愛称「人生会議」）に関する教育は救急隊員の教育カリキュラム

には含まれておらず、個人による自己学習が中心となっている。今後は、

救急隊員も自分たちを取り巻く環境について学ぶ必要があり、組織と

して教育を行っていく必要がある。 

⑶ 関係機関との連携 

人生の最終段階にあり最期は自宅で迎えたいと考えている場合には、

事前にアドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ：愛称「人生会議」）

に基づいて、家族等や医療・ケアチームと繰り返し話し合い、具体的な

対応要領を定めておくことが重要であるため、在宅療養の場における

アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ：愛称「人生会議」）の普及

啓発について一層の推進が期待される。 

かかりつけ医等との連絡体制を確立するために、東京都福祉保健局

や東京都医師会等の関係機関と連携して、かかりつけ医等の連絡先が

家族等関係者に明らかになっており、いざという時に連絡がとれ看取

りにつなげられる体制を推進していくことが必要である。そのために

は、東京都全体でかかりつけ医が外来診療から訪問診療まで患者の病

態に併せて、最善の医療を切れ目なく提供する体制が推進され、かかり

つけ医の機能がより充実することが重要である。 

現在、八王子市医師会（まごころネット八王子Ｐ９参照）等ではかか

りつけ医が看取りの対応をすることが困難な場合に、地域の医師が連

携して看取りを行っている。このような取組を参考にして、かかりつけ

医が対応できない時でも自宅で最期を迎えることが実現できるように、

区市町村等関係機関に働きかけていくことが必要である。 

家族等関係者に引き継ぐ場合において、警察機関への連絡が必要に

なる条件や時間的概念等について、警察機関と今後も継続して検討を

していく必要がある。 
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第３章 高齢者予防救急方策 

第１ 現状と課題 

第２章図表３「年代別搬送人員の推移」によると、２００８年を境に７

５歳以上の救急搬送人員が顕著に増加している。 

東京消防庁は２０１７年に、効果的な救急需要対策に資する分析調査

委託（以下「分析調査委託」という。）を行い、２０１６年中に発生した

救急事案を分析した。 

分析の結果、軽症搬送事案では転倒によって搬送された６５歳以上の

高齢者の割合が高いことが判明したことから、東京消防庁では７５歳以

上を含む６５歳以上のすべての高齢者に対する救急需要対策について、

次のとおり検討を行った。 

１ 救急搬送される高齢者の事故種別 

６５歳以上の搬送人員の事故種別を見ると、急病、一般負傷、転院搬送

の順に多くなっている（図表１６参照）。 

 

図表１６ ６５歳以上の搬送人員の事故種別（２０１６年） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事故種別ごとの初診時程度 

６５歳以上の搬送人員の事故種別ごとの医師引継ぎ時の程度を見ると、

搬送人員に占める軽症者の割合が最も多いのは一般負傷である（図表１

７参照）。 

 

急病 

237,533 人 

68.5％ 

一般負傷 

70,828 人 

20.4％ 

転院搬送 

  25,406 人 

   7.3％ 

その他 

12,936 人 

3.7％ 
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図表１７ ６５歳以上の搬送人員の事故種別ごとの程度内訳（２０１６年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 一般負傷により搬送された高齢者の受傷時の動作 

一般負傷で救急搬送された６５歳以上の高齢者が、受傷時にどのよう 

な動作をしていたかを見てみると、転倒によるものが約７４％を占めて

いる（図表１８参照）。 

 

図表１８ 一般負傷で搬送された６５歳以上の受傷時動作（２０１６年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 現状の認識及び課題 

⑴ 現状の認識 

６５歳以上の搬送人員の主な事故種別を見ると、最も軽症者の割合が

初診時程度 

事故種別 

急病 一般負傷 転院搬送 

搬送人員 割合 搬送人員 割合 搬送人員 割合 

軽症 93,094 39.2% 41,795 59.0% 2,032 8.0% 

中等症 118,881 50.0% 27,565 38.9% 18,217 71.7% 

重症 14,325 6.0% 673 1.0% 4,132 16.3% 

重篤 7,290 3.1% 563 0.8% 1,007 4.0% 

死亡 3,943 1.7% 232 0.3% 18 0.1% 

合計 237,533 100.0% 70,828 100.0% 25,406 100.0% 

転落・滑落 

5,887 

8.3％ 
転倒 

52,322 

73.9％ 

その他 

12,619 

17.8％ 
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多い事故種別は一般負傷であり、約５９％を軽症者が占めている。 

そして、一般負傷により搬送された者の受傷時の動作を見ると、転倒

によるものが約７４％を占めている。 

   ⑵ 高齢者の救急需要における課題 

前⑴のような現状を踏まえると、転倒により負傷する高齢者を予防す

ることが、高齢者の救急需要を抑制することに不可欠である。 

そのためには、救急事案の分析によって高齢者の転倒原因を顕在化さ

せるとともに、高齢者に対して訴求力の高い普及啓発方策を検討して

実行する必要がある。 

 

第２ 課題に対する検討 

１ 効果的な救急需要対策に資する分析調査委託 

⑴ 転倒原因の顕在化 

２０１６年中の６５歳以上の転倒・骨折症例の救急活動記録票を分析

した結果、下表のとおり関連するキーワードを抽出することができた

（図表１９参照）。 
 

図表１９ 転倒・骨折症例の関連キーワード 

立ち上がる 着替え 

自転車 風 

バス・タクシー 犬 

エスカレータ 靴・スリッパ 

斜面 ～の上に立つ 

   

⑵ 実施すべき施策の提言 

分析調査委託における有識者会議において、高齢者の救急需要を抑

制するための施策の具体的な進め方の例が示された。救急業務等管理委

員会を開催し、提示された施策の中から、次の施策について検討を行っ

た。 

 

 

 

 

 

１ 「高齢者転倒予防に向けた継続的なキャンペーン」を行う。 

２ 「東京版救急受診ガイドのより一層の普及」を図る。 
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２ 救急業務等管理委員会 

⑴ 会議概要 

施策の実現に向けた検討を行うために、次のとおり専門部会及び本

会を開催した（図表２０参照）。 
 

図表２０ 救急業務等管理委員会審議経過 

開催年月日 審 議 事 項 等 

２０１７年 

１０月５日 

救急業務等管理委員会専門部会 

①高齢者救急需要の現状について 

②東京消防庁の取組状況について 

③分析調査委託の概要について 

２０１８年 

３月２６日 

救急業務等管理委員会 

①分析調査委託の結果について 

②実施すべき施策について 

 

⑵ 審議結果 

     各施策について、次のとおり審議された。 

ア 新たな取組 

分析調査委託で得られた高齢者の転倒原因を普及するために、こ

れらの情報を提言としてまとめたリーフレットを作成して配布する

こととした。更に、リーフレットと関連した広報動画を作成し、映像

の中で東京版救急受診ガイドに関する情報も併せて発信することと

した。 

そして、より訴求力の高い発信ができるように、データに基づいた

リーフレットの配布先を検討し、広報動画については各消防署単位で

はなく、全庁的に施策を展開することで病院や福祉施設等で上映でき

るように検討を行うこととした。 

    イ 継続的な取組 

現行の取組として、当庁では東京消防庁防災安全に関する規程第

１６条（参考資料２参照）に基づき、高齢者の日常生活事故防止を図

っている（図表２１参照）。 

本取組について継続的に評価及び見直しを行うことで、訴求力の

向上を目指すこととした。 
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 図表２１ 東京消防庁が実施している高齢者の日常生活事故防止 

 

ホームページによる広報 

東京消防庁のホームページ上で、日常生活事故に関する情報を発信して

いる。その中で、高齢者の転倒による救急搬送が多いことに着目し、「ころ

ぶ事故」として実際の事例や、具体的な予防方策を提示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小冊子の配布 
 

高齢者に特徴のある事故の事例やその予防策を知ってもらい、事故を未

然に防ぐことを目的に作成した小冊子を、東京都シルバーパス発行窓口に

おいて７０歳以上の新規申込者に対して配布している。 
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立川防災館での体験 
 

生活空間の中にある様々な事故危険とその防止策について、家庭の居 

室内を再現した造形及びＡＲタブレットを活用して学習することができ

るよう整備している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

居室を再現した造形            ＡＲタブレット 

（AR:Augmented Reality 拡張現実） 

 

 

第３ 施策の具現化 

１ リーフレットの作成 

リーフレットを作成し、消防署等を通じて以下のとおり配布した（図表

２２、図表２３参照）。 

 

図表２２ 配布箇所・部数（２０１８年） 

配布方法 部数 

消防署が防火防災診断時や地域イベント等で配布 223,700 枚 

高齢者福祉施設、社会福祉協議会に配布 21,900 枚 

大田区と連携して、高齢者宅に限定してポスティング
を実施 

4,000 枚 
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図表２３ 高齢者転倒防止リーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 広報動画の作成 

広報動画を作成し、高齢者及びその家族に対して訴求力が高い媒体で

放映する。例として、病院等の待合室、映画館、街頭ビジョン、トレイン

チャンネル及び東京動画（ＳＮＳ）等を検討している。 

３ 今後の課題 

⑴ 継続的なキャンペーンの実施 

既存の予防施策を評価し、評価結果を受けた施策の見直しを行った 

上で、継続的な情報発信を行う。更に、内容だけではなく実施エリアや

対象に関する検討も行い、例として高齢者の転倒事故が多い地域に特

化した広報活動を行ったり、高齢者本人ではなく周辺の家族に対する

普及啓発方策を行うことを検討する。 

⑵ 訴求力の高い普及方策の検討 

広報動画について、これまでは各消防署単位で放映場所の検討・決定

を行っていたが、関係機関と連携し全庁的に施策を展開することによ

って、より高齢者に身近な場所で広報動画を上映する。 

例として、医師会と協力して病院の待合室のテレビを利用したり、介

護関係団体を通じて老人ホーム等で広報動画を上映することを検討す

る。 

⑶ 関係機関との協力 

高齢者の転倒防止に関する対策を、関係機関と協力して実施する。例
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として、転倒防止に係る事業に対する助成を行うなどの実効性を高め

られるような方策を検討する必要がある。 
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第４章 救急利用者情報登録制度 

 第１ 現状と課題 

  １ 救急活動における情報聴取 

 救急隊は、傷病者の観察及び必要な救急処置を行い、速やかに適応医

療機関に搬送することを原則に活動している。 

 救急現場における情報聴取は、東京消防庁救急活動基準に定める聴取

要領に基づき、主訴、現病歴、既往症、薬剤の使用歴、アレルギーの有

無等の傷病者を適応医療機関に搬送するために必要な情報のほか、医療

機関における治療等を円滑に行うために、家族等の緊急連絡先の聴取な

ども行っている。これらの情報聴取は、傷病者の救命上極めて重要な要

素であるが、それぞれの病態、受傷機転等に応じて把握すべき情報量や

内容も異なるため、情報聴取に一定の時間を要している。 

  ２ 高齢者に係る救急活動時間 

    高齢者に係る救急活動では、高齢者以外と比較して現場滞在時間、搬送

連絡時間を中心に時間を要している。これは、既往症等の聴取すべき情報

が高齢者以外と比較して多いことや、情報が得られたとしても情報量や

内容が不十分であったり、そもそも取得できないこと等により医療機関

の選定が困難になるためであると考えられる（図表２４参照）。 

   

図表２４ 高齢者の救急活動時間について 

 

 

  ３ 医療情報を提供する取組 

 救急時に医療情報を提供する取組として、区市町村等では救急医療情

報キット（図表２５参照）を配布している。救急医療情報キットとは、高
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齢者や障害者等を対象に配布するもので、診療情報等を記載した用紙や

健康保険証の写し等を専用の容器に納め、これを冷蔵庫に保管するとと

もに、保管を示す表示ステッカーを貼付し、駆け付けた救急隊等に対して

事前の意思表示に基づく情報提供を行うものであり、全国的に類似した

様々な取組がなされている（図表２６参照）。 

 当庁では、これら救急医療情報キット等の都内の導入状況や当該キッ

トを活用した情報収集要領を各救急隊に示し、適正な活用について周知

している。しかしながら、救急医療情報キット等の取組の周知方法は自治

体等に依存するため普及率において課題があるほか、利用者が医療情報

を記入するため、医療情報が正確かつ最新であるかどうかも利用者に依

存しており、正確な情報の取得に課題があることが想定される。 

 

図表２５ 救急医療情報キット  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 各自治体ホームページより作成 

 

図表２６ 各自治体等における取組 

 
   

 

 高齢者や障害者などの安全・

安心を確保するため、かかりつ

け医や持病、服用薬などの医療

情報や、緊急連絡先を記載した

情報シートを専用の容器に入

れ、自宅（冷蔵庫内）に保管し

ておくことで、万一の救急時に

備えるものです。 
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４ 現状の認識及び課題 

   ⑴ 現状の認識 

 高齢者に係る救急活動時間は、高齢者以外と比較して現場滞在時間、

搬送連絡時間を中心に時間を要しており、情報聴取に係る事項が要因

と考えられる。 

 区市町村等において、高齢者や障害者等を対象に救急医療情報キッ

トなどの医療情報を提供する取組がなされているが、正確かつ最新な

情報の取得には課題がある。 

⑵ 高齢者に係る救急活動の課題 

前⑴のような現状から、他の年齢層と比較して、情報聴取等に時間を

要している高齢者の救急活動を支援する体制の整備が必要である。 

  例えば、事前申請等により利用者の既往症やかかりつけ医療機関等

の医療情報を適切な媒体に登録しておき、救急隊が救急現場で登録さ

れた救急利用者の医療情報を短時間で取得できるような仕組みを作る

ことで、情報聴取に要している時間を短縮できる可能性がある。また、

情報が登録されていることで、傷病者が医療情報を救急隊に伝える負

担を軽減する効果も期待できる。 

 

 第２ 課題に対する検討 

  １ 救急利用者情報登録制度の構築に係る分析調査委託 

 「高齢者に係る救急活動時間を短縮すること」及び「情報聴取に伴う本

人や家族の負担を軽減すること」を念頭に置き、分析調査委託における有

識者会議を設置し検討を行った（図表２７参照）。 

 

図表２７ 検討項目について 
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  ２ 検討結果 

⑴ 医療等分野におけるＩＣＴ利活用の取組の調査 

 ア ＥＨＲ（Electronic Health Record） 

 ＥＨＲは「電子健康記録」や「生涯医療記録」と訳されるが、意味

合いとしては、個人の医療・健康・介護に係る様々な情報を蓄積し、

参照・活用・共有等を行う仕組みである。ＥＨＲの活用により、医療

機関と介護施設、訪問医師や看護師、薬剤師などが必要な患者情報を

共有することで、地域包括ケアの担い手同士の効率的な連携が期待

できる。 

なお、政府は「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」や「日本再興戦略」

等において、ＥＨＲの全国普及を目指している。しかし、普及に向け

た課題として、他職種間で共有する情報項目の範囲や、ネットワーク

運用のために医療機関等が負担すべき費用のあり方、利用者データ

の名寄せに不可欠な統一的な医療等ＩＤの作成などがあり、更なる

検討が必要である。 

 以下に、救急利用者情報登録制度に必要な要件等を検討する目的

で、全国におけるＥＨＲの取組のうち、一定規模の利用者数や情報提

供施設数を確保しているものを含めた代表的なモデルとなりうるＥ

ＨＲの取組についての現状の調査を実施した（図表２８参照）。 

 

図表２８ ＥＨＲの代表的な取組 

 

 

 新潟県長岡市が２０１５年度に導入した「フェニックスネット」で

は、登録されている患者を搬送する場合に、救急隊が現場に到着して
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から病院に搬送するまでにかかる時間が、未登録者に比べて平均で

４分短縮している。また、既往症等の正確な情報が把握できることに

よって、聞き取りに伴う患者本人や家族の負担も軽減されたとして

いる。 

 厚生労働省によるＥＨＲの構築状況等調査結果によると、医療機

関がＥＨＲを導入した場合の効果として、「患者サービスが向上した」

や「患者の負担が軽減した」などの回答があり、患者に対する一定の

負担軽減効果があることがうかがえる（図表２９参照）。 

 

図表２９ ＥＨＲ導入の効果 

出典：全国保健医療情報ネットワーク・保健医療記録共有サービス関係参考資料３Ｐ、図表 導入による効果よ

り抜粋し作成（2018 年４月 19 日） 

 

    イ ＰＨＲ（Personal Health Record） 

 ＰＨＲとは、患者が保持する生涯に渡るカルテであり、患者の意思

決定や医療の質向上に貢献するもので、医療機関だけでなく、個人か

らの情報を取得し管理するものであると定義されている。具体的に

は、医療機関等から提供された既往症や現病歴を個人で管理、把握す

ることや、個人で平時の主訴や体温、血圧の変化などのデータを入力

し管理しておくことで、かかりつけ医療機関の定期受診時や、緊急時

の対応に生かすものである。更には、自らの健康状態を把握しヘルス

ケアサービス、生活支援サービスに活用するなど、個人にフィットし

た形でのサービスの享受を可能とするものである。 

 ただし、ＰＨＲは医療機関等から提供される情報のほか、個人で入

力管理するものもあるため、情報の正確性や最新性が保持されてい

ないことも想定される。 

 ＰＨＲについては、国立研究開発法人日本医療研究開発機構が主

導するＰＨＲ利活用研究事業等が中心となり、民間企業のシーズを
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地方自治体において活用する等の取組がされており、こちらも合わ

せて以下に概説する（図表３０参照）。 

 

図表３０ ＰＨＲの自治体による活用例 

 

  

    ウ 全国保健医療情報ネットワーク 

 ＥＨＲは地域における最適な医療・健康管理・介護を提供するため

の基盤であるが、全国保健医療情報ネットワークは地域を越えた全

国規模のネットワークとして国が整備するものである。これにより、

医療機関、薬局、介護施設などが持つ医療情報を共有し、国民一人ひ

とりが全国どこにおいても（例えば、旅行先でも）、最適な医療・健

康管理・介護を受けられる環境の実現を目指しているが、カギとなる

のがＥＨＲの連携、拡充である。 

 しかし、ＥＨＲにおけるデータの管理は地域により仕様が異なる

ため、地域を越えてデータを共有するための標準規格を策定すると

ともに、全国的に共有すべきデータを整理し標準仕様を定める必要

がある。 

また、費用負担に見合った便益を得られるサービスやネットワー

クをどのように構築していくかなど課題がある。 

   ⑵ 制度のあり方についての提示 

    ア 取得する医療情報の範囲 

 取得する情報は、氏名、生年月日等の基本的な情報のほか、既往症、

服薬の履歴、かかりつけ医療機関等の救急活動において特に重要と
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される項目に限定する。情報が精査されていることで、医療機関選定

に必要な情報を迅速に把握することができるようになり、救急活動

に要する時間が短縮されると考えられる。 

    イ 医療等分野の個人情報の特性 

 医療等分野の個人情報は、既往症、服薬の履歴、健康診断の結果な

どを含むため、より機密性の高いセキュリティ体制の下で管理され

る必要がある。個人情報の取得・利用にあたっては本人の同意を得る

とともに、目的外で仕様されることのないよう、必要な個人情報保護

の措置を講じる。 

    ウ セキュリティ対策 

 個人情報の取得に係る法令やガイドライン等を遵守し、情報漏洩

等に対する管理体制を構築する。技術的対策としては、情報の暗号化、

パスワード等によるログイン管理、アクセス制限設定とログの取得、

情報を取得する端末のウイルス対策などが考えられる。 

    エ 当庁における既存システムの改修等 

 救急利用者情報登録制度の構築にあっては、当該制度・システムを

既に当庁で運用しているシステムの改修を経て連結するか、又は個

別に運用するかについての検討も必要である。また、利用者の医療情

報の参照等において、当庁独自に構築及び運営するか、又は既存の医

療ＩＣＴを活用するかについても検討が必要である（図表３１参照）。 
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図表３１ 制度案の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    オ 医療ＩＣＴの活用 

 ２０２０年の全国保健医療情報ネットワークの本格運用を見据え、

救急利用者情報登録制度は、医療ＩＣＴを活用した取組との連携を

考慮した制度とするのが望ましいと考える。 

    カ ネットワーク 

 医療等分野と連携が可能なシステムとすることが望ましいと考え

る。パソコンやタブレット端末及びインターネット回線等の閲覧環

境を整備する。 
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 第３ 制度構築の方向性 

  １ 医療ＩＣＴの取組との連携 

 図表３１のとおり検討した結果、登録者数の獲得、登録情報の最新性や

正確性の確保、医療関係機関との情報共有という観点から、現時点におい

ては、独自で制度を構築するよりも、既存のシステムを活用し医療関係機

関との連携を強めた制度の構築が考えられる。なお、制度が構築されるこ

とで、救急利用者への即時的な対応が可能となることが期待できる。 

  ２ 既存の医療ＩＣＴを活用した場合の効果 

   ⑴ 事前登録された情報が取得できることにより、迅速な傷病者情報の

把握と医療機関選定を行うことができるようになり、救急活動時間の

短縮が期待できる。 

   ⑵ 医療関係機関と連携し、情報を共有することで、正確かつ迅速な情報

の取得と伝達が期待できる。 

   ⑶ 傷病者やその家族が、救急隊に既往症等の医療情報を伝える負担の

軽減が期待できる。 

   ⑷ 登録情報は、利用者本人ではなく医療関係者等により更新されるた

め、情報の正確性と最新性が確保されることが期待できる。 

   ⑸ 多職種間での情報共有により、地域包括ケアシステム内における医

療関係機関等との連携強化が期待できる。 

  ３ 今後の課題 

    制度の構築については、既存の医療ＩＣＴを活用したシステムを参考

に、東京消防庁として構築すべき制度を具体的に検討していく必要があ

る。 

 

 

おわりに 

 本会に諮問された３つの項目について検討を行い、その方策を以上のとおり取

りまとめた。 

 本答申は、救急業務が、今後も引き続き増加が見込まれる高齢者の救急需要に

対し、どのように対応していくべきかを検討したものである。 

 今後は、東京消防庁をはじめとする関係機関が連携をより一層強化し、総合的

な取組や都民の意識高揚などを図ることが肝要である。 

本会の検討結果が、救急業務を担う東京消防庁における、今後の救急需要対策

の一助となることを強く期待する。 



参考資料　１



1 
 

 

 



2 
 

 
 

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
 

 

 

 

 









 参考資料 ３ 

  

 

 

 

救急現場において心肺蘇生の実施を望まない旨を 

示された事案に係る調査まとめ 
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第１ 概要 

 

○ 当庁管内において救急隊が現場で心肺蘇生を望まない意思を示される事例の実態を把

握するために、２０１８年７月２３日から８月２３日までの間に調査を行った。 

 

○ 調査期間中に、発症時点から医療機関に収容するまでの間に心臓機能が停止した傷病者

を搬送した事例が８１６例あり、そのうちの１１例で傷病者の心肺蘇生を望まない意思

を示された。 

 

第２ 結果 

 

１ 心肺蘇生を望まない意思について 

 

○ 心肺蘇生を望まないことを伝えられた１１例のうち、傷病者本人・家族・医師で事前に

話し合って決めた意思であったものが６例あり、そのうち書面で示されたものが１例で

あった（図表１参照）。 

   図表１ 心肺蘇生を望まない意思について 
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２ かかりつけの種別 

 

○ 傷病者のかかりつけ医療機関を種別毎にまとめると、診療所が６例、病院が１例、機能

強化型在宅療養支援診療所・病院が２例、かかりつけなしが２例であった（図表２参照）。 

   図表２ かかりつけの種別 

 

 

３ 心肺蘇生の中止に至った要因 

 

○ 心肺蘇生を中止したものは５例あり、中止に至った要因は、かかりつけ医からの指示に

よるもの（３件）、救急隊指導医の助言によるもの（１件）、家族に心肺蘇生の実施につ

いて説明するも理解が得られなかったもの（１件）があった（図表３参照）。 

   図表３ 心肺蘇生の中止に至った要因 
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４ かかりつけ医の介在の内訳 

 

○ 救急隊の活動中にかかりつけ医の介在があった事例は７例あり、介在の内訳は、心肺蘇

生の中止及び不搬送の指示を受けて引き継いだもの（３例）、不搬送の指示を受けて引

き継いだもの（１例）、引継ぎのみだったもの（３例）があった（図表４参照）。 

   図表４ かかりつけ医の介在の内訳 

 

 

第３ 考察 

 

１ かかりつけ医の介在と搬送・不搬送の関係 

 

○ かかりつけ医の介在があった事例は７例あったが、結果的にその全てが不搬送となり、

かかりつけ医による自宅での看取りとなった。逆にかかりつけ医の介在がなかった事例

では全て医療機関に搬送された。自宅で最期を迎えるためには、かかりつけ医の介在は

非常に重要であると考えられる（図表５参照）。 

   図表５ かかりつけ医の介在と搬送・不搬送の関係 
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２ 搬送・不搬送と活動時間の関係 

 

○ １１事例の覚知から業務終了までの全体の活動時間に注目すると、不搬送となった事例

は搬送した事例よりも短い傾向にあった（図表６参照）。 

   図表６ 搬送・不搬送と活動時間の関係 

 

 

３ 搬送・不搬送での現場活動時間の比較 

 

○ 救急隊が現場に到着してから現場を離れるまでの時間（現場活動時間）に注目すると、

不搬送となった事例では搬送した事例よりも平均で約３１分長く現場で活動していた

という結果になった。かかりつけ医の到着を待っていたことが原因の一つであると推測

され、この時間を短くすることが課題であると考えられる（図表７参照）。 

   図表７ 搬送・不搬送での現場活動時間の比較 
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第４ 救急要請の理由 

 

○ 事前に話し合って心肺蘇生を望まない意思を決めていたにも関わらず救急要請をした

理由の中には、「気が動転して呼んでしまった」などがあった。今後は、事前に話し合っ

て意思を決めている場合は、いざという時には救急要請するのではなくかかりつけ医に

連絡するということを関係機関に申し入れていく必要があると考えられる（図表８参

照）。 

   図表８ 救急要請の理由 
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第５ 心肺蘇生を望まない意思を示された救急活動事例 

 

事例１ 

 

家族から口頭で伝えられたため、救急隊指導医に助言要請をしていたところ、かかりつけ医

が到着し看取りとなった事例 

 

１ 覚知 

  ２０１８年７月（木曜日） ２３時台 

２ 要請の概要 

  女性（９０歳代）、自宅にて意識不明になっているのを姪が発見。姪から連絡を受け

て駆け付けたケアマネージャーが救急要請したもの。 

３ 既往症 

  脳出血（寝たきり、意思疎通困難） 

４ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

   心肺蘇生を開始後、姪から心肺蘇生を望まない旨を示された。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   心肺蘇生を継続しながら、救急隊指導医に助言要請をしていたところにかかりつ 

け医が現場に到着した。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

   本人は意思疎通困難であり、事前に話し合ってはいなかった。 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

  現場にて引継ぎ。 

６ 救急隊時系列 

  覚知 ２３：１９   現着 ２３：２８   心肺蘇生開始 ２３：３３  

医師到着 ２３：４６  心肺蘇生中止 ２３：４６  医師死亡確認 ２３：５７  

現場引揚 ０：１６  

【救急隊現着～医師到着】１８分 【現場活動時間】４８分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    かかりつけ医により現場にて死亡確認された。 

８ その他 

  かかりつけ医：クリニック医師 
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事例２ 

 

 

事前に話し合っていた意思を家族から口頭で伝えられたが、心肺蘇生の継続について説明

したところ、理解が得られたので心肺蘇生を継続しながら搬送した事例（かかりつけなし） 

 

１ 覚知 

  ２０１８年７月（日曜日） ７時台 

２ 要請の概要 

  男性（８０歳代）、自宅の洗面所の床上でいびきをかいているのを妻が発見。しばら

く様子を見た後、救急要請したもの。 

３ 既往症 

  脳出血（杖歩行が可能） 

４ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止、明らかな外傷認めず 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

救急車内にて、妻から心肺蘇生を望まない旨を示された。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   妻に心肺蘇生の継続について説明したところ理解を得たため、心肺蘇生を継続し 

て搬送した。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

デイサービス先に自然のまま見守るとの内容の書面がある。 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

６ 救急隊時系列 

  覚知７：５７  現着８：０６  心肺蘇生開始８：０７ 車内収容８：１６ 

現発８：２２  病着８：２８  引揚８：５６ 

【現場活動時間】１６分 【病院滞在時間】２８分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    二次（内科）…受診歴不明  心停止（死亡） 

８ その他 

かかりつけ：なし 
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事例３ 

 

 

事前に話し合っていた意思を施設職員から書面で提示されたので、かかりつけ医に連絡を

とり、心肺蘇生中止の指示を受けて、中止し看取りとなった事例 

１ 覚知 

  ２０１８年８月（木曜日） ８時台 

２ 要請の概要 

  老人ホームに入居中の女性（８０歳代）、食事後に呼吸困難になったため施設長が救

急要請したもの。（その後、再度確認したところ呼吸が止まっており、傷病者は心肺蘇

生を望まないという意思であったので、再度１１９番通報して救急車の必要はないこ

とを伝えた。） 

３ 既往症 

  不明 

４ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止、明らかな外傷認めず 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

施設長から、書面で傷病者の心肺蘇生を望まない旨を示された。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   書面にて傷病者の意思を確認し、かかりつけ医に連絡し、中止の指示を受け、中 

止した。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

施設職員立会いの下、心肺蘇生の実施を望まない旨の書類を確認した。 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

  救急隊から電話連絡した際に、心肺蘇生を中止し病院には搬送しないように指示 

があった。 

６ 救急隊時系列 

  覚知８：３２  現着８：３９  心肺蘇生開始８：４５ 心肺蘇生中止８：４６ 

医師到着９：３５  引揚９：３９ 

【救急隊現着～医師到着】５０分 【現場活動時間】６０分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    かかりつけ医により現場にて死亡確認された。 

８ その他 

      かかりつけ医：クリニック医師 
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事例４ 

 

 

かかりつけ医から電話があり、看取りの指示を受けて、看取りとなった事例 

 

１ 覚知 

  ２０１８年８月（土曜日） ８時台 

２ 要請の概要 

  男性（８０歳代）、自宅のベッドで呼吸が荒いため娘が救急要請したもの。 

３ 既往症 

  前立腺癌（全身への転移あり） 

４ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

   かかりつけ医から電話があり、看取りの指示を受けたため、かかりつけ医を待つ

間心肺蘇生を実施していたところ、娘から心肺蘇生を望まない旨を伝えられた。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   かかりつけ医に引き継ぐまで心肺蘇生を実施する旨を説明したところ、了解され 

たので継続した。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

  電話で看取りの指示があった。その後、現場で引継ぎ。 

６ 救急隊時系列 

  覚知８：２８  現着８：３４  心肺蘇生開始８：３６ 医師到着９：０５ 

 医師死亡確認９：１１ 現場引揚９：２４  

【救急隊現着～医師到着】３１分 【現場活動時間】５０分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    かかりつけ医により現場にて死亡確認された。 

８ その他 

    かかりつけ医：クリニック医師 
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事例５ 

 

 

事前に話し合っていた意思を家族から看取りについて伝えられたので、医師が到着するま

で心肺蘇生の継続を説明したが、理解を得られなかったため中止し、看取りとなった事例 

 

１ 覚知 

  ２０１８年８月（火曜日） １０時台 

２ 要請の概要 

  女性（９０歳代）、自宅トイレにて意識がないのを発見した孫が救急要請したもの。 

３ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止 

４ 既往症 

  心不全、高血圧 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

   娘からかかりつけ医が看取りのために向かっている旨を聴取したため、到着を待

つ間心肺蘇生を継続していたところ、かかりつけクリニックの看護師と相談した娘

から心肺蘇生を望まない旨を示された。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

  救急隊はかかりつけ医が到着するまで継続することを娘に説明したが理解を得 

られず、止めて欲しいと強く要望されたため中止した。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

  娘に看取りのため向かっていると電話があった。現場にて引継ぎ。 

６ 救急隊時系列 

  覚知１０：５３  現着１１：０２  心肺蘇生開始１１：０４ 心肺蘇生中止１

１：３０ 医師到着１１：３９ 医師死亡確認１１：３９ 現場引揚１１：５４  

【救急隊現着～医師到着】３７分 【現場活動時間】５２分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    かかりつけ医により現場にて死亡確認された。 

８ その他 

  ドクターカー出場事案 

かかりつけ医：クリニック医師（機能強化型在宅療養支援診療所） 
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事例６ 

 

 

事前に話し合っていた意思を家族から口頭で伝えられたが、心肺蘇生の継続について説明

したところ、理解が得られたので心肺蘇生を継続しながらかかりつけ医療機関に搬送した

事例 

 

１ 覚知 

  ２０１８年８月（火曜日） １２時台 

２ 要請の概要 

  男性（７０歳代）、透析クリニックの職員が迎えに来た際に応答がないため、仕事中

の妻に連絡し、帰宅した妻が救急要請したもの。 

３ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止 

４ 既往症 

  糖尿病腎症 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

     妻から、夫は透析を始めてからは常に体調が悪く、早く死にたいと訴えるように

なった、そのため夫婦で話し合って、何があっても延命をしないと決めた、と心肺

蘇生を望まない旨を示された。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   妻に心肺蘇生について説明したところ了承されたため、継続して搬送 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

６ 救急隊時系列 

  覚知１２：５２ 現着１２：５６ 心肺蘇生開始１２：５７ 車内収容１３：０２ 

現発１３：０５ 病着１３：１５ 引揚１３：４４ 

【現場活動時間】９分 【病院滞在時間】２９分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    二次（救急科）…かかりつけ  ＣＰＡ（重篤） 

８ その他 

  かかりつけ医：救急病院医師 
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事例７ 

 

 

事前に話し合っていた意思をかかりつけ医から電話で、看取るので救急隊は引き揚げるよ

うに指示を受けたため、救急隊指導医の助言を受け、家族から署名をもらい引き揚げた事例  

１ 覚知 

  ２０１８年８月（水曜日） ８時台 

２ 要請の概要 

  食道癌、肺癌末期の女性（５０歳代）、自宅のトイレで呼びかけに反応がないため、

夫がかかりつけ医に電話で相談したところ、救急要請するように指示されたため救急

要請となったもの。 

３ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止 

４ 既往症 

  食道癌、肺癌 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

   かかりつけ医が夫と電話で傷病者の意思について再確認した後に、かかりつけ医

から救急隊に伝えられた。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   かかりつけ医から指示を受け、救急隊指導医からの助言に従い心肺蘇生を中止。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

  電話にて救急隊に、傷病者宅で死亡確認をするので心肺蘇生を中止して、引き揚 

げるように指示があった。（救急隊は救急隊指導医に同内容に関しての助言要請を 

実施、心肺蘇生を中止して引き揚げるように助言を受けた。） 

６ 救急隊時系列 

  覚知８：０８  現着８：２７  心肺蘇生開始８：２１（先着消防隊による） 

 心肺蘇生中止８：４１  引揚９：０５ 

【現場活動時間】３８分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    夫及び訪問看護師から搬送辞退の署名をもらい引き揚げた。 

８ その他 

  かかりつけ医：診療所医師 
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事例８ 

 

 

家族から口頭で伝えられたが、心肺蘇生の継続について説明したところ、理解が得られたの

で心肺蘇生を継続しながら搬送した事例（かかりつけなし） 

 

１ 覚知 

  ２０１８年８月（木曜日） １３時台 

２ 要請の概要 

  女性（１００歳代）、娘が自宅で看取るために遠方で寝たきりだった母を連れてきて

いた。ベッド上で息をしていないのを娘が発見し１１０番通報したもの。（その後、警

察から救急要請された。） 

３ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止、明らかな外傷認めず 

４ 既往症 

  不明（かかりつけなし） 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

   救急隊到着時に、娘から自宅で看取るため心肺蘇生と病院への搬送は希望しない

と伝えられた。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   娘に説明したところ了承されたため、心肺蘇生を継続して搬送 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

６ 救急隊時系列 

  覚知１３：４７ 現着１３：５２ 心肺蘇生開始１３：５４ 車内収容１４：０２ 

現発１４：１４  病着１４：１９  引揚１５：０９ 

【現場活動時間】２２分 【病院滞在時間】５０分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    二次（救急科）…受診歴不明  心肺停止（死亡） 

８ その他 

  かかりつけ：なし 
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事例９ 

 

 

事前に話し合っていた意思をヘルパーから口頭で伝えられたので、かかりつけ医に連絡を

とり、心肺蘇生中止の指示を受けて、中止し看取りとなった事例  

１ 覚知 

  ２０１８年８月（土曜日） ９時台 

２ 要請の概要 

  男性（１００歳代）、自宅のベッド上で呼吸がないためヘルパーが救急要請したもの。

（往診医師が自宅で看取るという話しになっていたが、気が動転して救急要請した：

ヘルパー談） 

３ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止 

４ 既往症 

  腎不全 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

   救急隊到着時、ヘルパーから傷病者の心肺蘇生を望まない意思を口頭で伝えられ

た。その後、長女からも同内容を聴取。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   かかりつけ医から指示を受け、心肺蘇生を中止。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

  連絡をとり電話で心肺蘇生中止及び看取りの指示を受けた。その後、現場で引継 

ぎ。 

６ 救急隊時系列 

  覚知９：０８  現着９：１８  心肺蘇生開始９：２０ 心肺蘇生中止９：２７  

医師による死亡確認 ９：５４  引揚１０：０３ 

【現場活動時間】４５分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    かかりつけ医により現場にて死亡確認された。 

８ その他 

  かかりつけ医：病院医師（機能強化型在宅療養支援病院） 
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事例１０ 

 

 

事前に話し合っていた意思を家族から看取りについて伝えられたが、医師に引き継ぐまで

心肺蘇生を継続することを説明したところ、了解されたので継続して、看取りとなった事例  

１ 覚知 

  ２０１８年８月（月曜日） １４時台 

２ 要請の概要 

  女性（９０歳代）、福祉関係者が訪問した際に胸苦しさを訴え、その後心肺停止状態

となったため救急要請したもの。 

３ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止 

４ 既往症 

  アルツハイマー型認知症 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

   次男からの電話で、自宅で看取ることを事前にかかりつけ医とも話し合っており、

現在かかりつけ医が向かっていること及び心肺蘇生も病院への搬送も望まない旨を

伝えられた。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   次男に、かかりつけ医に引き継ぐまで心肺蘇生を継続する旨を説明したところ、 

理解を得られたため、引継ぎまで継続した。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

  遺書に記載あり（家族談） 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

  現場で傷病者を引き継いだ。 

６ 救急隊時系列 

  覚知 １４：１１  現着 １４：１９  心肺蘇生開始 １４：２１   

医師による死亡確認 １４：４０  引揚 １５：０５ 

【現場活動時間】４６分 

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    かかりつけ医により現場にて死亡確認された。 

８ その他 

  かかりつけ医：クリニック医師 
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事例１１ 

 

 

家族から口頭で伝えられたので、救急隊指導医の助言を受けて、心肺蘇生を中止し、受診歴

のある医療機関に搬送した事例 

 

１ 覚知 

  ２０１８年８月（水曜日） ６時台 

２ 要請の概要 

  女性（９０歳代）、ショートステイ入居中、呼吸がないため施設職員により救急要請

となったもの。 

３ 観察結果 

  救急隊接触時ＣＰＡ（心肺停止状態）、心電図波形：心静止、明らかな外傷認めず 

４ 既往症 

  高血圧、貧血 

５ 現場活動等 

⑴ 心肺蘇生を望まない意思について（事前に話し合った結果・その場での希望） 

   娘から心臓マッサージも実施しないで、受診歴のある病院へ搬送して欲しいと伝

えられた。 

⑵ 心肺蘇生の中止（あり・なし） 

   救急隊指導医に助言要請したところ、心肺蘇生を中止して搬送するようにと助言 

されたため、それに従い中止したもの。 

⑶ 書面の有無（あり・なし） 

⑷  かかりつけ医の介在（あり・なし） 

６ 救急隊時系列 

  覚知６：３２ 現着６：３８ 心肺蘇生開始６：４１ 心肺蘇生中止６：５１ 

現発６：５６  病着７：０５  引揚８：２０ 

【現場活動時間】１８分  

７ 搬送先医療機関、傷病名（程度） 

    二次（救急科）…受診歴あり  CPAOA（死亡） 

８ その他 

  かかりつけ医：医院医師 
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